
































平成３１年度法科大学院入学試験【後期日程】法律科目試験 出題の趣旨 

 

 

民法 

 物権法と債権法に関する基礎的な理解を問う問題である。 

問１（１）は、取立委任につき、その解除の可否を問うており、６５１条に関する典型的

な解釈問題である。また、問１（２）は、保証人が弁済した場合の求償権及び弁済による代

位に関する基本的な理解を試す問題である。 

 問２（１）は、他人の物に質権が設定された場合の質権決定者と質権者の権利義務関係に

関する問題であり、他人物売買や転質を参考しつつ、論理的に一貫した説明が求められてい

る。問２（２）は、質権の即時取得に加え、債券譲渡と転質との機能的比較を問うやや応用

的な内容を含む問題といえる。 

 

商法 

問１ 

会社法 847 条 1 項は、株主代表訴訟の対象を「役員等の･･･責任」とのみ規定し、株主代

表訴訟を提起できる取締役の責任の範囲については具体的に規定していない。この点につ

いて、学説では全債務説、限定債務説など見解の対立が存在するところ、判例、学説を踏ま

えて論じることが求められる。 

問２ 

会社法 851 条 1 項 1 号では、株主が完全親会社の株式を取得したときは、引き続き訴訟

を追及することができると定められており、これについて明らかにすることが求められる。 

 

民事訴訟法 

 民事訴訟法における基本的かつ重要な論点である将来請求の請求適格の問題について、

この点に関する二つの事例を比較しつつ、それぞれの適法性を論じることを問うたもので

ある。将来給付判決の基礎にある将来予測が外れる可能性の程度およびそれが外れた場合

に被告に生じることになる事後的負担の程度を示したうえで、そのような負担を被告に課

すことを正当化することができるか否かについて、両者の事例を比較しながら論じること

が求められていた。  

 

 

  



 

 

 

憲法 

第１問 

本問の主要な論点は、６カ月の再婚禁止期間を規定する改正前の民法 733条が憲法 14条

1項、24条 1項・2項に違反しないか否かである。この点に関する重要な関連判例としては、

最大判 H27・12・16民集 69・8・2427がある。この判例の多数意見と個別意見、学説をふま

えると、６カ月の再婚禁止期間は違憲であるが 100日の再婚禁止期間は合憲と考えるのか、

そもそも再婚禁止期間を設けること自体が違憲と考えるのか等の対立がある。その背景に

は、「婚姻をするについての自由」の憲法上の位置付けに関する考え方の違いもある。 

第２問 

 本問は、独立行政委員会の合憲性についての基本的な理解を問う問題である。 

 この問題については、まず、そもそも独立行政委員会の合憲性がなぜ問題になるのかを論

じる必要がある。この点については、これからの行政委員会が内閣又は内閣総理大臣の「所

轄」の下にあることと、憲法 65条との関係を論じることができればよい。 

 続いて、独立行政委員会が憲法 65条に反しないかについては、合憲説が圧倒的な通説で

あるところ、結論のみならずその理由を説得的に提示する必要がある。 

 

行政法 

 本問題は、理由付記制度の趣旨・目的や理由の程度について理解しているかどうか（手続

的瑕疵の主張の部分）、また裁量基準としての処分基準が作成・公表されている中において、

不利益処分たる本件取消処分が、裁量権の踰越・濫用に当たることを、説得的に主張できて

いるかどうか（実体的瑕疵の主張の部分）を問う問題である。解答に当たっては、聴聞通知

書と処分通知書の制度上の違いに注意しつつ、理由付記制度で求められる程度の理由を本

件事案に即して論じるほか、処分基準の合理性の有無について検討した上で、裁量統制基準

（なかでも判断過程審査）を挙げ、その当てはめを過不足なく論じる必要がある。被告県側

の反論を想定しながら述べよ、という設問は、Ｘの主張を整然と組み立てることができてい

るかどうかを確認しようとしたものである。 

 

 

  



 

 

 

刑法 

 本問は刑法各論の不法領得の意思に関する問題である。各論の授業で必ず取り上げる東

京地判昭和６２年１０月６日判事１２５９号１３７頁を理解していることが解答のための

前提となる。 

 裁判所は、「不法領得の意思とは、正当な権限を有する者として振る舞う意思だけでは足

りず、そのほかに、最小限度、財物から生ずる何らかの効用を享受する意思を必要とすると

解すべきある」とし、犯罪隠ぺいの目的でなされた場合、不法領得の意思は認めていない。

本件においても「被告人らには、未必的にせよ腕時計等から生ずる何らかの効用を享受する

意思があったということはできない」とし、「結局、本件では、被告人らが腕時計等の占有

を取得した時点においては、不法領得の意思を認めることができるとし、さらに、占有の問

題を絡めて解答することが求められる。 

 

刑事訴訟法 

 本問は、証拠法分野における代表的な証拠法則である自白法則及び違法収集証拠排除法

則に関する理解を問うことを主題としたものである。 

 本件供述調書に対する自白法則の適用については、法律実務家として必須の基本的能力

である条文解釈の姿勢を明確に打ち出すことを求め、また，本件包丁に対する違法収集証拠

排除法則の適用については，明示の根拠条文がないことを踏まえつつも、条文から安易に乖

離することなく、条文の趣旨まで掘り下げた解釈論を展開することを求めるものである。そ

の上で、自らが解釈して導き出した規範に対し、問題文から抽出した具体的な事実をあては

めて結論を導くべきである。 

 なお、本件包丁に対する違法収集証拠排除法則の適用については、その直接の収集手続に

は違法性がないという点、その先行手続である取調べについても任意性を欠く取調べが直

ちに違法な取調べとは評価できないという点において、発展的な議論が必要になるが、これ

らの点については、その問題の特殊性に気付き、自分なりに悩んだ上で何らかの処理を導く

ことができれば、入学試験時点での能力としては十分に評価できる。 
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